
 

 

令和 3年度事業報告概要と決算について 

 

１．事業報告概要 

 

≪教学関係≫ 

1）「医療保健学部」について 

 資質の高い技術及び応用能力を備え、関連医療職と連携・協力して医療ができる医療従事者の育成に努

めました。 

① 国家試験対策 

4 年次生の国家試験対策を充実させ、国家試験対策問題、模擬試験等の内製と外部模試、WEB 学

習を有効に活用し合格率向上に努めました。 

② 地域貢献  

  出張講義、駅前オープンキャンパス、学内施設開放等の取り組みを通した地域貢献により各職

種の認知及び理解を促し、志願者確保に繋げるよう企画致しましたが、新型コロナウィルス感染

拡大のため、実施できませんでした。 

③実習関係 

    作業療法・臨床工学では、1 年次より、理学療法・言語聴覚療法では 2 年次より学外実習を行

い、医療人として、また、社会人として、それぞれの分野に必要な技能・知識の他マナー等の修得

に努めました。 

2）「薬学部」について 

薬の専門家としての実践的能力、高い倫理観と豊かな人間性を備え、人々の健康の保持・増進と福祉

の向上に貢献し、薬物治療の進展に資する研究心をもった薬剤師の育成に努めました。 

①国家試験対策 

  4 年次を対象とした CBT 対策講座及び模試の実施、6年次生を対象とした国試対策講座、模試を

実施する他、全ての専門科目において定期試験後に補講期間を設けて再試験を実施、再履習者に

配慮した時間割や別途指導等、基礎から丁寧に指導する体制の更なる充実に努めました。 

②実習関係 

  1 年次より、動機付けのため早期体験学習を課しています。また、5～6 年次において長期実習

を課し、薬剤師職務に必要な、知識・技能・態度の修得に努めました。 

3）「看護学部」について 

看護に関する専門知識・技能を学修し、科学的思考力と主体的学習能力を涵養することによって、 

看護実践の質の向上に役立て、地域社会に貢献できる専門看護職者の育成に努めました。 

①国家試験対策 

  学部内に国家試験対策委員会を組織し、対策のための図書の選定や企画等を行っています。入

学前準備教育で学習への動機付けを行い、模擬試験、集中講義、WEB 学習、教員による個別指導に

よって支援を行いました。 



 

 

②海外研修 

   新型コロナウィルス感染拡大のため、実施できませんでした。 

③実習関係 

看護師職務に必要な、知識・技能・態度の修得に努めました。 

4）「人間社会学群」について 

 人文・社会・自然科学及び医療福祉に関する幅広い教養を身に付けるとともに、 それぞれが、国際言語

文化、現代法律学、産業経営に関係する専門分野を深く修めることによって、 現代の人間社会における諸

課題に正しく対処できる人材の育成に努めました。 

 ①人間社会演習 

   社会人基礎力で求められる「考え抜く力」「前に踏み出す力」「チームで働く力」の能力養成のた

め、外部講師を招いての実践的な授業を行いました。 

5)「学習支援センター」について 

 学生の基礎学力向上のために、センター併任教員が基礎学力向上部門、学習相談部門、学生データの

収集分析部門、入学前教育部門、日本語学習支援部門において学生指導を実施しました。 

6)「高等教育修学支援奨学金」について 

 大学等における修学支援に関する法律等の施行に基づく授業料減免を開始しました。 

地域関係 

1）「地域連携の充実」について。 

 地域連携の充実及び産学公連携の総合窓口として地域連携課を設置し、姫路市との包括協定や駅前

サテライト等を利用した公開講座の実施をはじめ、学内施設を地域住民の方々に開放するなど、さま

ざまな取組みを行いました。 

管理・運営関係 

1）「創立 30 周年記念事業」について 

 前年度から継続している記念誌編纂等の編集を行っておりますが、令和 4 年度に刊行すべく事業の

延長を行うこととなりました。 

2）「広報活動」について 

 大学イメージアップを目的とした駅前イベント等により社会的貢献をアピールし、受験生・保護者

への認知を高めました。また、学生募集のための広報においては、広報効果を高めるため、各媒体の効

果検証をオープンキャンパス参加者数や志願者数等から精査し、業者・媒体選定を行いました。その他

に、高大連携事業の一層の充実に努めました。 

 

 

≪管理・運営関係≫ 

1）「創立 30 周年記念事業」について 

 前年度から継続している記念誌編纂等の編集を行っておりますが、令和 4 年度に刊行すべく事業の

延長を行うこととなりました。 



 

 

2）「広報活動」について 

大学イメージアップを目的とした駅前イベント等により社会的貢献をアピールし、受験生・保護者

への認知を高めました。また、学生募集のための広報においては、広報効果を高めるため、各媒体の効

果検証をオープンキャンパス参加者数や志願者数等から精査し、業者・媒体選定を行いました。その他

に、高大連携事業の一層の充実に努めました。 

 

≪設備関係≫ 

1)「電話交換システム更新」について 

 経年劣化による電話交換機システムのサーバー更新及び老朽化した電話機の更新を行いました。 

 

2) 「教育用事務システムのバージョンアップ」について 

 学生にとって、より利便性の高い機能を備えた教務システムへのバージョンアップを計画しており

ましたが、スケジュールの都合で延期することとしました。 

 

２．令和３年度決算について 

1）事業活動収支（表１）（図表１） 

事業活動収入計は、予算対比２３４百万円減の２，８８９百万円となりました。これは、令和３年度経

常費補助金等が減少した上、在学生数減により学生生徒納付金が予算に比べ減少したことが主な

要因となります。 

一方、事業活動支出計は、予算対比２５９百万円減の３，４２５百万円となりました。人件費及び教

育研究経費及び管理経費の執行を抑制したことが主な要因となります。 

この結果、事業活動収入から事業活動支出を除いた基本金組入前当年度収支差額は５３６百万

円の支出超過となり、予算に比べ２５百万円改善となりました。 

2）資金収支（表２） 

翌年度繰越支払資金は、予算対比１０３百万円増の９４９百万円となりました。令和２年度末の繰

越金からは１８１百万円の増加となりました。 

 

令和３年度事業計画概要と予算について 

 

１．事業計画概要 

≪教学関係≫ 

1) 医療保健学部について 

 資質の高い技術及び応用能力を備え、関連医療職と連携・協力して医療ができる医療従事者の

育成を目指します。 

 ①国家試験対策 

基本計画の重点項目にあげた特に4年次生の国家試験対策を充実させ、国家試験対策問題、



 

 

模擬試験等の内製と外部模試、WEB学習を有効に活用し合格率向上を目指します。 

②地域貢献 

基本計画の重点項目である出張講義、駅前オープンキャンパス、学内施設開放等の取り組みを

通した地域貢献により各職種の認知及び理解を促し、志願者確保に繋げます。 

③実習関係 

作業療法・臨床工学では、1年次より、理学療法・言語聴覚療法では2年次より学外実習を行い、

医療人として、また、社会人として、それぞれの分野に必要な技能・知識の他マナー等の修得を

目指します。 

2) 薬学部について 

薬の専門家としての実践的能力、高い倫理観と豊かな人間性を備え、人々の健康の保持・増進と

福祉の向上に貢献し、薬物治療の進展に資する研究心をもった薬剤師の育成を目指します。 

①国家試験対策 

4年次を対象としたCBT対策講座及び模試の実施、6年次生を対象とした国試対策講座、模試

を実施する他、全ての専門科目において定期試験後に補講期間を設けて再試験を実施、再履

習者に配慮した時間割や別途指導等、基礎から丁寧に指導する体制の更なる充実を目指しま

す。 

②実習関係 

1年次より、動機付けのため早期体験学習を課しています。また、5～6年次において長期実習

を課し、薬剤師職務に必要な、知識・技能・態度の修得を目指します。 

3) 看護学部について 

看護に関する専門知識・技能を学修し、科学的思考力と主体的学習能力を涵養することによって、 

看護実践の質の向上に役立て、地域社会に貢献できる専門看護職者の育成を目指します。 

①国家試験対策 

学部内に国家試験対策委員会を組織し、対策のための図書の選定や企画等を行っています。

入学前準備教育で学習への動機付けを行い、模擬試験、集中講義、WEB学習、教員による個

別指導によって支援を行います。 

②海外研修 

病院機能の理解やチーム医療のさらなる理解のため海外の医療機関での研修を行います。 

③実習関係 

看護師職務に必要な、知識・技能・態度の修得を目指します。 

4) 人間社会学群について 

人文・社会・自然科学及び医療福祉に関する幅広い教養を身に付けるとともに、 それぞれが、国

際言語文化、現代法律学、産業経営に関係する専門分野を深く修めることによって、 現代の人間

社会における諸課題に正しく対処できる人材の育成を目指します。 

①入学定員の変更 

入学定員の適正化を図ります。 



 

 

②人間社会演習 

社会人基礎力で求められる「考え抜く力」「前に踏み出す力」「チームで働く力」の能力養成のた

め、外部講師を招いての実践的な授業を行います。 

5) 高等教育修学支援奨学金について 

大学等における修学支援に関する法律等の施行に基づく授業料減免を開始します。 

6) 学習支援センターについて 

学生の基礎学力向上のために、センター併任教員が基礎学力向上部門、学習相談部門、学生デ

ータの収集分析部門、入学前教育部門、日本語学習支援部門において学生指導を実施します。 

 

≪地域関係≫ 

1)地域連携の充実について 

地域連携の充実及び産学公連携の総合窓口として地域連携課を設置し、姫路市との包括協定や

駅前サテライト等を利用した公開講座の実施をはじめ、学内施設を地域住民の方々に開放するな

ど、さまざまな取組みを行います。 

 

≪管理・運営関係≫ 

1)創立 30 周年記念事業について 

前年度から継続している記念誌編纂等の企画・立案をまとめ、「30 年史」を刊行します。 

2)広報活動について 

大学イメージアップを目的とした駅前イベント等により社会的貢献をアピールし、受験生・保護者

への認知を高めます。また、学生募集のための広報においては、広報効果を高めるため、各媒体の

効果検証をオープンキャンパス参加者数や志願者数等から精査し、業者・媒体選定を行います。そ

の他に、高大連携事業の一層の充実を目指します。 

 

≪施設設備関係≫ 

1)講義棟ＡＶシステム更新について 

経年劣化により老朽化した講義棟設置のプロジェクター類の更新を実施します。 

 

２．令和 4年度予算について 

1） 事業活動収支（表３）（図表２） 

事業活動収入計は前年度予算対比５４３百万円減の２，５８０百万円を見込んでいます。主な収入

科目として、学生生徒納付金２、１２３百万円、経常費等補助金２９８百万円を見込んでいます。 

一方、事業活動支出計は前年度予算対比５７６百万円減の３，１０９百万円を見込んでいます。主

な支出科目として、人件費１，７７３百万円、教育研究経費１，０５７百万円、管理経費１７５百万円を

見込んでいます。 

この結果、事業活動収入から事業活動支出を除いた基本金組入前当年度収支差額は５２９百万



 

 

円の支出超過となる見込みです。 

 

 

2）資金収支（表４） 

翌年度繰越支払資金は６０４百万円を見込んでいます。設備関係支出は講義棟AVシステム更新

７６百万円と図書購入費 4百万円を合せて合計８０百万円の支出を見込んでいます。 

 

◇主要な用語について 

 

●事業活動収入：当該年度に純粋に帰属する収入との意味で、資金収支計算書にある他人資金の

借入金や次年度分の授業料等の前受金などは計上されない。 

●学生生徒納金：授業料、入学金、施設設備費、その他の実習費等。 

●手数料：入学検定料、証明手数料。 

●経常費等補助金：国や地方公共団体の他、日本国際教育協会からの援助金収入。 

●雑収入：退職金財団からの交付金を含む。 

●基本金組入額：学校会計では、事業活動収入からまず、学校の基礎となる資産と資金、将来計画

のための資金、基金として継続的に保持する資産、恒常的安定経営のための資金の４項目を基

本金として事業活動収入から確保し、残りを事業活動支出として運営に充てるように規定している。 

●事業活動支出：当該年度において消費される人件費、経費等と資金の移動を伴わない退職給与

引当金繰入額、減価償却額が計上される。 

●人件費：専任の教員、職員及び非常勤の教員、アルバイト、パートの職員に関わる給与、賞与、各

種手当、並びに健康保険、労働保険などの大学負担分（所定福利費）と、退職給与引当金繰入

額の総額。 

●教育研究経費：教育研究に直接要する経費のほか、教育研究を補助するための事務費、学生厚

生に要する経費、入学試験を実施するための経費、これらの諸活動を行う施設設備を維持するた

めの経費、その施設設備に係わる減価償却額が計上される。 

●管理経費：大学を運営する総務、人事、経理及び対外的な広報活動に要する経費、教育研究に

当たらない事業に要する経費、これらの諸活動を行う施設設備を維持するための経費、それに係

わる減価償却額が計上される。 

●当年度収支差額：事業活動収入から基本金組入額を差し引いた合計と、事業活動支出の合計の

差。当年度収支差額が支出超過の場合、学校会計では基本金という独自の考え方があり一概に

赤字経営と決めつけることはできないが、収支のバランスを欠いているということはいえる。 

●基本金組入前当年度収支差額＝事業活動収入－事業活動支出 



表１

（単位：百万円）
項     目 令和３年度 令和３年度 対予算比

科     目 予算　Ａ 決算　Ｂ Ｂ－Ａ
学 生 生 徒 等 納 付 金 2,472 2,286 △ 186
手 数 料 42 28 △ 13

寄 付 金 3 9 6

経 常 費 等 補 助 金 358 328 △ 31
付 随 事 業 収 入 9 41 33

医 療 収 入 0 0 0
雑 収 入 191 189 △ 2

教 育 活 動 収 入 計 3,075 2,881 △ 194
人 件 費 2,189 2,041 △ 147

(うち退職給与引当金繰入額) ( 153) ( 175) ( 23)
教 育 研 究 経 費 1,173 1,103 △ 70

(う ち 医  療  経  費) ( 0) ( 0) ( 0)
(う ち 減 価 償 却 額) ( 300) ( 314) ( 14)

管 理 経 費 219 200 △ 19
(う ち 減 価 償 却 額) ( 40) ( 32) ( △8)

徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 3,581 3,344 △ 236
教 育 活 動 収 支 差 額 △ 506 △ 463 43
受 取 利 息 ・ 配 当 金 7 4 △ 3
そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計 7 4 △ 3

借 入 金 等 利 息 2 2 0
そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 2 2 0
教 育 活 動 外 収 支 差 額 5 2 △ 3
経 常 収 支 差 額 △ 501 △ 461 40

資 産 売 却 差 額 0 0 0
そ の 他 の 特 別 収 入 41 4 △ 38

法 人 負 担 金 等 収 入 0 0 0

特 別 収 入 計 41 4 △ 38
資 産 処 分 差 額 3 1 △ 2
そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0

法 人 負 担 金 等 支 出 79 77 △ 2

特 別 支 出 計 82 79 △ 3
特 別 収 支 差 額 △ 41 △ 75 △ 34

[予      備        費] 20 0 △ 20
基本金組入前当年度収支差額 △ 561 △ 536 25
基本金組入額合計(△) △ 92 △ 79 13
当年度収支差額 △ 653 △ 614 39

（参考）
事業活動収入計 3,123 2,889 △ 234
事業活動支出計 3,684 3,425 △ 259
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表２

令和３年度 資金収支概要

(単位：百万円)
                       年　  度
科   目

令和３年度
予算  Ａ

令和３年度
決算 Ｂ

 対予算比
Ｂ － Ａ

学生生徒等納付金収入 2,472 2,286 △ 186

手 数 料 収 入 42 28 △ 13

寄 付 金 収 入 2 8 6

補 助 金 収 入 396 328 △ 69

資 産 売 却 収 入 0 0 0

付随事業・収益事業収入 9 41 33

受取利息・配当金収入 7 4 △ 3

雑 収 入 191 189 △ 2

借 入 金 等 収 入 160 0 △ 160

前 受 金 収 入 435 301 △ 134

そ の 他 の 収 入 1,739 2,168 429

内 部 資 金 収 入 0 0 0

法 人 負 担 金 収 入 0 74 74

資金収入調整勘定（△） △ 620 △ 507 113

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 795 767 △ 28

収 入 の 部 合 計 5,628 5,688 60

人 件 費 支 出 2,178 2,039 △ 139

教 育 研 究 経 費 支 出 873 788 △ 85

管 理 経 費 支 出 179 168 △ 11

借 入 金 等 利 息 支 出 2 2 △ 0

借 入 金 等 返 済 支 出 101 101 0

施 設 関 係 支 出 14 6 △ 8

設 備 関 係 支 出 205 27 △ 178

資 産 運 用 支 出 1,118 1,518 400

そ の 他 の 支 出 193 218 25

内 部 資 金 支 出 50 50 0

法 人 負 担 金 支 出 79 77 △ 2

〔 予 備 費 〕 20 0 △ 20

資金支出調整勘定(△) △ 229 △ 254 △ 25

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 846 949 103

支 出 の 部 合 計 5,628 5,688 60

繰　越　資　金　増　減　額 50 181 131

退　 　職　 　金    支     出 55 187 132
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表３

（単位：百万円）
項     目 令和３年度 令和４年度 対前年予算比

科     目 予算　Ａ 予算　Ｂ Ｂ－Ａ
学 生 生 徒 等 納 付 金 2,472 2,123 △ 349
手 数 料 42 31 △ 11

寄 付 金 3 7 4

経 常 費 等 補 助 金 358 298 △ 61
付 随 事 業 収 入 9 7 △ 2

医 療 収 入 0 0 0
雑 収 入 191 69 △ 122

教 育 活 動 収 入 計 3,075 2,534 △ 541
人 件 費 2,189 1,773 △ 415

(うち退職給与引当金繰入額) ( 153) ( 42) ( △111)
教 育 研 究 経 費 1,173 1,057 △ 116

(う ち 医  療  経  費) ( 0) ( 0) ( 0)
(う ち 減 価 償 却 額) ( 300) ( 267) ( △33)

管 理 経 費 219 175 △ 43
(う ち 減 価 償 却 額) ( 40) ( 20) ( △20)

徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 3,581 3,006 △ 575
教 育 活 動 収 支 差 額 △ 506 △ 472 34
受 取 利 息 ・ 配 当 金 7 4 △ 2
そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計 7 4 △ 2

借 入 金 等 利 息 2 1 △ 1
そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計 2 1 △ 1
教 育 活 動 外 収 支 差 額 5 3 △ 2
経 常 収 支 差 額 △ 501 △ 468 32

資 産 売 却 差 額 0 0 0
そ の 他 の 特 別 収 入 41 41 △ 0

法 人 負 担 金 等 収 入 0 0 0

特 別 収 入 計 41 41 △ 0
資 産 処 分 差 額 3 3 0
そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0

法 人 負 担 金 等 支 出 79 79 0

特 別 支 出 計 82 82 0
特 別 収 支 差 額 △ 41 △ 41 △ 0

[予      備        費] 20 20 0
基本金組入前当年度収支差額 △ 561 △ 529 32
基本金組入額合計(△) △ 92 △ 131 △ 39
当年度収支差額 △ 653 △ 660 △ 7

（参考）
事業活動収入計 3,123 2,580 △ 543
事業活動支出計 3,684 3,109 △ 576
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表４

令和４年度 資金収支予算書

(単位：百万円)
                       年　  度
科   目

令和3年度
予算 Ｂ

令和4年度
予算 Ｂ

 対前年予算比
Ｂ － Ａ

学生生徒等納付金収入 2,472 2,123 △ 349

手 数 料 収 入 42 31 △ 11

寄 付 金 収 入 2 6 4

補 助 金 収 入 396 336 △ 61

資 産 売 却 収 入 0 0 0

付随事業・収益事業収入 9 7 △ 2

受取利息・配当金収入 7 4 △ 2

雑 収 入 191 69 △ 122

借 入 金 等 収 入 160 61 △ 99

前 受 金 収 入 435 308 △ 127

そ の 他 の 収 入 1,739 1,301 △ 438

内 部 資 金 収 入 0 0 0

法 人 負 担 金 収 入 0 0 0

資金収入調整勘定（△） △ 620 △ 397 223

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 795 835 40

収 入 の 部 合 計 5,628 4,683 △ 945

人 件 費 支 出 2,178 1,775 △ 403

教 育 研 究 経 費 支 出 873 790 △ 83

管 理 経 費 支 出 179 155 △ 24

借 入 金 等 利 息 支 出 2 1 △ 1

借 入 金 等 返 済 支 出 101 91 △ 10

施 設 関 係 支 出 14 0 △ 14

設 備 関 係 支 出 205 80 △ 125

資 産 運 用 支 出 1,118 818 △ 300

そ の 他 の 支 出 193 277 84

内 部 資 金 支 出 50 124 74

法 人 負 担 金 支 出 79 79 0

〔 予 備 費 〕 20 20 0

資金支出調整勘定(△) △ 229 △ 130 98

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 846 604 △ 242

支 出 の 部 合 計 5,628 4,683 △ 945

繰　越　資　金　増　減　額 50 △ 231 △ 282

退　 　職　 　金    支     出 156 43 △ 113
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（図表１）

（図表２）

令和3年度　事業活動収支決算　科目別構成

令和4年度　事業活動収支予算　科目別構成

学生生徒等納付金

2,286百万円（79.1%）

補助金

328百万円（11.4%）

雑収入189百万（6.5%）

手数料 28百万円

（1.0%）

その他58百万（2.0%）

法人負担金収入

0百万円 (0.0%)

収入合計

（事業活動収入）

2,889百万円

人件費

2,041百万円

（59.6%）

教育研究経費

1,103百万円

（32.2%）

管理経費

200百万円（5.8%）

法人負担金

77百万円（2.3%）

その他

3百万円（0.1%）

支出合計

（事業活動支出）
3,424百万円

学生生徒等納付金

2,123百万円（82.3%）

補助金298百万円

（11.5%）

雑収入69百万円（2.7%）

手数料31百万円（1.2%） 寄付金7百万円（0.3%）

その他45百万円（1.8%）

付随事業

7百万円

(0.3%)

収入合計

（事業活動収入）

人件費

1,773百万円

（57.0%）

教育研究経費

1,057百万円

（34.0%）

管理経費

175百万（5.6%）

法人負担金

79百万円（2.5%）
その他 25百万円

（0.8%）

支出合計

（事業活動支出）

2,580百万円
3,109百万円


